
 
平成１５年３月期  個別中間財務諸表の概要             平成１４年１１月７日 

 
 
上 場 会 社 名 大同特殊鋼株式会社         上場取引所    東、大、名 
コ ー ド 番 号 ５４７１                   本社所在都道府県 愛知県 
(ＵＲＬ http://www.daido.co.jp/) 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 髙山 剛 
問合せ責任者 役職名 総 務 部 長 氏名 山本 悟  ＴＥＬ（０５２）２０１－５１１２ 
決算取締役会開催日 平成１４年１１月 ７日          中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日 平成１４年１２月１０日         単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 
 
 
１．１４年９月中間期の業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） 
（１）経営成績               （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

       百万円    ％       百万円    ％       百万円    ％
１４年９月中間期  １００，９２３ △ １．４  △ １，０３４     ―  △ １，８８０     ―
１３年９月中間期  １０２，３１４ △１５．０    １，８８０ △６５．８    １，０４７ △７８．６

１４年３月期  ２０３，４４９    １，４１７       ２３７  

 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

 

       百万円    ％         円    銭  
１４年９月中間期  △ １，５４９     ―   △   ３   ５８  
１３年９月中間期      ３２５ △７３．６       ０   ７５  

１４年３月期      ８５０        １   ９７  

(注)①期中平均株式数 14年9月中間期 432,675,439株  13年9月中間期 432,710,537株  14年3月期 432,706,113株 

  ②会計処理の方法の変更  無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
（２）配当状況 

 １ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

(注)14年9月中間期配当金の内訳 

      円   銭      円   銭          円   銭 

１４年９月中間期    １  ００    記念配当  0      00 

１３年９月中間期    １  ００    特別配当  0      00 

１４年３月期     ２  ００  

 
（３）財政状態 

 総  資  産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

        百万円        百万円          ％      円   銭
１４年９月中間期   ２４５，６４２   １０２，７０３     ４１．８   ２３７  ３８ 
１３年９月中間期   ２４６，９４６   １０４，８７０     ４２．５   ２４２  ３６ 

１４年３月期   ２５１，０６０   １０５，３７４     ４２．０   ２４３  ５３ 

(注)①期末発行済株式数 14年9月中間期 432,655,251株 13年9月中間期 432,709,600株 14年3月期 432,690,976株 

  ②期末自己株式   14年9月中間期    57,103株 13年9月中間期    2,754株 14年3月期    21,378株 

 
 

 ２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
１株当たり年間配当金 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 

期  末 
      百万円      百万円      百万円    円  銭    円  銭 

通   期  ２０８，０００       ０  △１，５００   １ ００   ２ ００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） △３円４６銭 
 

 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によっては異なる業績結果 

 となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信(連結)の添付資料５ページをご参照下さい。 
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１．個 別 財 務 諸 表 等 

 

 

  （１）セグメント別売上高 

                                       （単位：金額 百万円） 

当 中 間 期 

自平成14年4月 1日 

至平成14年9月30日 

前 中 間 期 

自平成13年4月 1日

至平成13年9月30日

 

増   減 

前   期 

自平成13年4月 1日

至平成14年3月31日

期 別 

 

 

 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ別 金   額 金   額 金  額 金   額 

特 殊 鋼 鋼 材 
(625,789) 

61,691 

(579,505) 

60,932 

(  46,284) 

759 

(1,134,125) 

116,597 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材料 9,965 8,280 1,684 16,106 

自動車部品・ 

産業機械部品 
18,863 24,973 △  6,110 49,295 

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝｸﾞ 7,765 5,356 2,408 15,921 

新  素  材 2,638 2,770  △    132  5,529 

計 100,923 102,314 △  1,390 203,449 

 

うち輸出高 

（輸出比率） 

13,840 

(13.7%) 

11,352 

(11.1%) 

 2,487 

(  2.6%) 

23,089 

(11.3%) 

  （注）1.鋼材（ ）内は重量でトン。 

     2.自動車部品・産業機械部品は、（株）大同キャスティングス分社化による売上減（前中間期売上 

5,501 百万円）がありますが、連結上は影響ありません。 



 2

 

 （２）中間損益計算書 

                                         （単位：百万円） 

 

科   目 

当 中 間 期 

自平成14年4月1日

至平成14年9月30日 

前 中 間 期 

自平成13年4月1日

至平成13年9月30日 

 

増  減 

前   期 

自平成13年4月1日

至平成14年3月31日 

（経常損益の部） 

営 業 損 益 

営 業 収 益 

 売   上   高 

営 業 費 用 

  売 上 原 価 

  販売費及び一般管理費

営 業 利 益 

営 業 外 損 益 

営業外収益 

 受取利息及び配当金 

 その他の営業外収益 

計 

営業外費用 

 支 払 利 息 

 その他の営業外費用 

計 

  １００，９２３

  ８７，６０１

   １４，３５７

△    １，０３４

      ５９２

      １６９

      ７６２

    ６５６

      ９５１

    １，６０８

  １０２，３１４

  ８６，８９１

   １３，５４１

    １，８８０

      ６１６

      １１３

      ７３０

    ７６６

      ７９６

    １，５６３

 

 

 

△  １，３９０ 

 

     ７０９ 

     ８１５ 

△  ２，９１５ 

 

 

△     ２３ 

      ５５

     ３２ 

 

△    １０９ 

１５５ 

     ４５ 

  ２０３，４４９

  １７５，３６８

   ２６，６６４

   １，４１７

    ８８２

      ５８６

    １，４６８

    １，４３４

    １，２１４

    ２，６４８

経  常  利  益 △    １，８８０    １，０４７ △  ２，９２８    ２３７

（特別損益の部） 

特 別 利 益 

投資有価証券等売却益 

収 用 補 償 金

計 

特 別 損 失 

特 別 退 職 金

関係会社株式等評価損

投資有価証券等評価損

事業再構築に伴う損失

その他の特別損失

計 

４１

―

   ４１

７７６

        ７６

３７

―

―

   ８９０

３７

―

   ３７

８３

       ―

１５

４４０

２０１

   ７４０

 

 

４ 

― 

４ 

 

６９２ 

７６ 

     ２１ 

△    ４４０ 

△    ２０１ 

１４９ 

２，７４４

３１６

３，０６１

    ５９１

―

６７

１，３４３

２０３

２，２０６

税引前中間(当期)純利益 △     ２，７２

８ 

      ３４４ △  ３，０７３     １，０９２

法人税、住民税及び事業税 

 法 人 税 等 調 整 額 

    ２３

△     １，２０

１ 

      ４５０

△    ４３０

△    ４２７ 

△    ７７１ 

    １７０

７２

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △     １，５４

９ 

      ３２５ △  １，８７５      ８５０

前 期 繰 越 利 益     ４，６３７     ４，６３１ ５     ４，６３１

中 間 配 当 額         ―         ―       ―      ４３２

中間（当期）未処分利益     ３，０８７     ４，９５６ △  １，８６９     ５，０４９
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  （３）中間貸借対照表 

                                         （単位：百万円） 

科   目 
当中間期末 

(平成14年9月30日現在)

前 期 末 

(平成14年3月31日現在)

増  減 
前中間期末 

(平成13年9月30日現在)

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

当 座 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

その他当座資産

貸 倒 引 当 金

棚 卸 資 産 

製品、半製品 

    及び仕掛品

 原材料及び貯蔵品

 

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物

機 械 装 置

車両運搬具及び 

   工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 

投  資  等 

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

   ９２，７３４

   ５５，２９９

    ３，９２０

    ２，８１４

   ４０，１５３

    １，２０４

    ７，４２７

△     ２２１

   ３７，４３５

   ２８，４５５

   ８，９７９

  １５２，９０８

  １０２，０８２

   ２７，１８８

   ５９，２５１

    ２，３４６

   １０，７５５

    ２，５４０

      ２０４

   ５０，６２１

２７，１８７

１４，２７６

    ２，０１６

    ７，８２３

△     ６８３

   ９６，１８３

   ５８，７６１

   ６，８２９

    ４，０６５

   ４２，７３６

    １，３９５

    ４，００７

△     ２７３

   ３７，４２２

   ２８，７３６

   ８，６８５

  １５４，８７６

  １０６，０３９

   ２７，１７５

   ６０，２７６

    ２，５４８

   １０，７３９

    ５，２９９

      ２１０

   ４８，６２５

２７，２４２

１４，１０１

     １３２

７，７８８

△     ６３９

 

△   ３，４４９ 

△   ３，４６２ 

△   ２，９０９ 

△   １，２５０ 

△   ２，５８３ 

△     １９０ 

   ３，４１９ 

５２ 

       １２ 

  
△     ２８１ 

 

     ２９４ 

 

 

△   １，９６８ 

△   ３，９５７ 

１３ 

△   １，０２４ 

 
△     ２０２ 

 

１５ 

△   ２，７５９ 

△       ６ 

    １，９９５ 

△      ５４ 

    １７４ 

１，８８４ 

 ３４ 

△      ４４ 

   ９７，０６５

   ５７，２６３

    ５，２４１

    ４，８５４

   ４１，６０８

    １，２３２

    ４，９６５

△     ６３９

   ３９，８０２

   ３０，４０５

   ９，３９７

  １４９，８８０

  １０５，４００

   ２７，０８１

   ５９，５４３

    ２，４８６

   １０，７３９

    ５，５４９

      ２０８

   ４４，２７２

２４，０８２

１２，８９３

    １，０９９

    ６，８９８

△     ７０１

資 産 合 計   ２４５，６４２   ２５１，０６０ △   ５，４１７   ２４６，９４６
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                                         （単位：百万円） 

科   目 
当中間期末 

(平成14年9月30日現在)

前 期 末 

(平成14年3月31日現在)

増  減 
前中間期末 

(平成13年9月30日現在)

（負 債 の 部） 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

コマーシャルペーパ

ー 

一年内償還の社債

その他流動負債

固 定 負 債 

転 換 社 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

その他固定負債

負 債 合 計 

 

（資 本 の 部） 

資  本  金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金

特別償却準備金

圧縮記帳積立金

別 途 積 立 金

当期未処分利益

 

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

資 本 合 計 

 

   ８３，２７２

    ８，１３９

   ２３，９３０

   ３３，５８５

５，０００

５８４

   １２，０３３

   ５９，６６６

   ３７，０４３

  １７，０００

    ５，５４５

       ７７

  １４２，９３８

   ３７，１７２

   ２８，０２５

   ２８，０２５

   ３６，４２７

    ６，４２３

      ４５７

    ２，７５８

   ２３，７００

    ３，０８７

（△ １，５４９）

    １，０９１

△      １３

  １０２，７０３

   ９３，２８６

    ８，９４０

   ２０，６８７

   ３７，９３０

５，０００

５，５８４

   １５，１４４

   ５２，３９９

   ３７，０４３

   ８，６３０

６，６４９

       ７７

  １４５，６８６

   ３７，１７２

   ２８，０２５

   ２８，０２５

   ３８，４１０

    ６，４２３

       ４０７

    ２，８２９

   ２３，７００

    ５，０４９

（    ８５０）

    １，７７１

△       ５

  １０５，３７４

 

△  １０，０１４ 

△     ８０１ 

３，２４２ 

△   ４，３４５ 

― 

△   ５，０００ 

△   ３，１１０ 

    ７，２６６ 

― 

８，３７０ 

△   １，１０３ 

０ 

△   ２，７４７ 

 

 

        ― 

        ― 

― 

△   １，９８２ 

― 

５０ 

△      ７１ 

― 

△   １，９６１ 

（△ ２，４００） 

△     ６７９ 

△       ８ 

△   ２，６７０ 

   ８３，５７８

    ８，２７１

   ２０，３１０

   ３６，５４５

５，０００

   １３，４５１

   ５８，４９７

４１，２２０

   ９，７４０

７，４６３

７３

１４２，０７６

   ３７，１７２

   ２８，０２５

   ２８，０２５

   ３８，３１７

    ６，４２３

      ４０７

    ２，８２９

   ２３，７００

    ４，９５６

（    ３２５）

    １，３５５

△       ０

  １０４，８７０

 負債及び資本合計   ２４５，６４２   ２５１，０６０  △   ５，４１７   ２４６，９４６

 

(うち中間(当期)純利益)
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中間財務諸表作成のための基本となる事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
 (1)有 価 証 券 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
           その他有価証券 
           時価のあるもの…………………中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                         (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却 
                          原価は移動平均法により算定しております。) 
           時価のないもの…………………移動平均法による原価法 
 (2)デリバティブ 時価法 
 (3)棚 卸 資 産 製品・半製品・仕掛品……………総平均法による原価法 
          原材料・貯蔵品……………………移動平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産････定率法によっております。 
           ただし、知多工場、知多型鍛造工場、知多帯鋼工場については、定額法によ 
           っております。 
            また、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については、 
           定額法によっております。 
            なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 
              建 物  15～31 年 
              機 械 装 置  11～14 年 
 (2)無形固定資産････定額法によっております。 
            なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年) 
           に基づく定額法によっております。 
 (3)長期前払費用････均等償却によっております。 
 
３．重要な引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金･･････債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 
           貸倒懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性を勘案し、回収不能見 
           込額を計上しております。 
 (2)退職給付引当金･･従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年 
           金資産の見込額に基づき、当中間会計期末において発生していると認められる 
           額を計上しております。 
           数理計算上の差異は、10 年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌 
           事業年度から費用処理することとしております。 
 
４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処 
理しております。 
 

５．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 
 は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

６．重要なヘッジ会計の方法 
  (1)ヘッジ会計の方法････････金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理に 

よっております。 
  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象･･当中間会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と、ヘッジ対象は以 

下のとおりであります。 
                  ヘッジ手段…………金利スワップ 
                  ヘッジ対象…………借入金 
  (3)ヘッジ方針･･････････････金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 
  (4)ヘッジ有効性評価の方法･･金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を省 

略しております。 
 
７．収益の計上基準 
  長期・大型の請負工事（工期 1 年超・10 億円以上）については、工事進行基準を採用しております。 
 
８．消費税等の会計処理 
  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
  なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 
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追加情報 
 
自己株式及び法定準備金取崩等会計 
 

 当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用し 

ております。これによる当中間期の損益に与える影響はありません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期末における中間貸借対照表の資本の部については、 

改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。また、前中間末および前期末についても改正後の 

表示区分に組替えております。 
 
 

 
中間財務諸表の注記事項 

 

   当中間期  前    期    前中間期 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額  237,972百万円 238,502百万円  241,730百万円

 

２．偶発債務 

   保 証 債 務 

   ( )内は、当社負担分を示し内数。 
 

   手形債権流動化に伴う買戻し義務額 

 

7,324百万円

(2,341百万円)
 

297百万円

 

8,169百万円 

(2,872百万円)
 

－百万円 

 

8,342百万円

(2,899百万円)
 

－百万円

 

 

３．自己株式 

 

57,103株 

13百万円

21,378株 

5百万円 

 2,754株 

0百万円

 

４．リース物件の所有権が借主に移転すると

  認められるもの以外のファイナンス・

  リース取引に係る支払リース料

102百万円

 

219百万円 

 

105百万円

 

５．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  
 

 貸借対照表計上額 2,060 百万円 2,060 百万円 2,060 百万円

子会社株式 時      価 1,877 百万円 1,942 百万円 1,774 百万円

 差      額 △182 百万円 △117 百万円 △285 百万円

 貸借対照表計上額 1,722 百万円 2,014 百万円 2,014 百万円

関連会社株式 時      価 836 百万円 950 百万円 1,134 百万円

 差      額 △886 百万円 △1,063 百万円 △879 百万円

 

   なお、記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 


